高知県障害福祉サービス等確保支援事業費補助金交付要綱　新旧対照表

	新
	旧

	高知県障害福祉サービス等確保支援事業費補助金交付要綱（抜粋）

（補助目的及び補助対象事業）

第２条　県は、中山間地域に居住する障害児者や、重度障害や強度行動障害を有する障害児者が、住み慣れた地域でそれぞれの障害特性に応じた必要なサービスを利用し、安心して暮らすことができるよう障害福祉サービス等の確保を目的として行われる次に掲げる事業（以下「補助事業」という。）を行う事業所又は当該事業所に対して助成を行う市町村及び広域連合（以下「補助事業者」という。）に対して、予算の範囲内で補助金を交付する。

（１）～（７）（略）

(８)医療的ケア児等支援事業

　　 ①医療的ケア児が保育所等へ通園することができるよう、訪問看護師等が保育所等に訪問する事業

②～③（略）

（９）強度行動障害者サービス利用促進事業

　　　在宅の強度行動障害者が適切な支援を受けられるよう、通所支援を行う生活介護事業所の強度行動障害者の

受入体制を整備する事業
（10）特別支援学校等の臨時休業に伴う放課後等デイサービス支援等事業

　　　令和２年３月13日障発0313第５号厚生労働省社会・援護局障害保健福祉部長通知の別紙「特別支援学校等

の臨時休業に伴う放課後等デイサービス支援等事業実施要綱」による次に掲げる事業

　　　ア　代替サービスの提供に係る利用者負担の補助に関する事業

　　　イ　学校の臨時休業により追加的に生じた利用者負担の補助に関する事業

（11）障害福祉サービス等事業者に対するサービス継続支援事業

　　　令和２年５月29日障発0529第１号厚生労働省社会・援護局障害保健福祉部長通知の別紙「障害福祉サービ

ス等事業者に対するサービス継続支援事業実施要綱」による次に掲げる事業

　　　ア　障害福祉サービス等事業所のサービス継続支援に関する事業

　　　イ　障害福祉サービス等事業所との連携支援に関する事業

（12）障害福祉サービス等の衛生管理体制確保支援等事業

　　　令和２年３月13日障発0313第７号厚生労働省社会・援護局障害保健福祉部長通知の別紙「障害福祉サービ

ス等の衛生管理体制確保支援等事業実施要綱」による次に掲げる事業

　　　ア　衛生用品等の緊急調達事業

イ　施設等衛生環境改善事業

（13）在宅障害者等に対する安否確認等支援事業

　　　令和２年５月13日障発0513第２号厚生労働省社会・援護局障害保健福祉部長通知の別紙「在宅障害者等に

対する安否確認等支援事業実施要綱」による次に掲げる事業

　　　ア　在宅障害者等に対する安否確認支援事業

（14）新型コロナウイルス感染拡大に伴う地域活動支援センターや日中一時支援事業の受入体制強化等事業

　　　平成18年８月１日障発第0801002号厚生労働省社会・援護局障害保健福祉部長通知の別紙１「地域生活支
　　援事業実施要綱」に基づき市町村等が行う地域活動支援センター基礎的事業及び地域活動支援センター機能強
　　化事業並びに日中一時支援において、新型コロナウイルス感染症の国内感染拡大防止対策に伴って生じる課題
　　への対応のために行う事業

（補助対象経費、補助基準額及び補助率）

第３条　補助事業の実施主体及び補助先は、前条第１号から第10号まで、第13号及び第14号は市町村（地方自治法（昭和22年法律第67号）第284条の一部事務組合及び広域連合を含む。以下同じ。）とし、前条第11号及び第12号は事業所とする。ただし、前条第６号、第７号、第13号及び第14号に掲げる事業については中核市を、第11号及び第12号に掲げる事業については中核市に所在する事業所を除く。
２～３（略）

（補助の条件）

第５条　補助金の交付の目的を達成するため、補助事業者は、次に掲げる事項を遵守しなければならない。

（１）（略）

（２）補助事業の内容等を変更しようとする場合は、事前に別記第２号様式による補助金交付変更申請書を提出して知事の承認を受けること。ただし、軽微な変更（補助金額の20パーセント以内の減額及び補助事業間の20パーセントを超えない範囲の配分の変更（未実施の補助事業への配分の変更を除く。また、第２条第10号から第14号までに係る事業は、20パーセントを超える減額及び配分も対象とする。）をいう。）をしようとする場合は、この限りでない。
（３）～（５）（略）

（６）補助事業により取得し、又は効用が増加した財産（取得価格又は効用の増加価格が50万円（ただし、第２条第10号から第14号までに掲げる事業は30万円）を超えるものに限る。）については、減価償却資産の耐用年数等に関する省令（昭和40年大蔵省令第15号）に規定する耐用年数に相当する期間内において、補助金の交付の目的に反して使用し、譲渡し、交換し、廃棄し、貸し付け、又は担保に供する場合は、事前に知事の承認を受けなければならないこと。

（７）～（９）（略）
（10）補助事業の実施に当たっては、別表第２に掲げるいずれかに該当すると認められるものを間接補助事業者としないこと等、暴力団等の排除に係る県の取扱いに準じて行わなければならないこと。
（11）（略）
（12）補助事業者は、間接補助金の交付に当たっては、間接補助事業者に対して、第１号、第８号及び前号に掲げるもののほか、次の条件を付さなければならない。

　ア　事業終了後において、消費税の申告により当該間接補助金に係る消費税仕入控除税額等（間接補助対象経費
に含まれる消費税及び地方消費税相当額のうち、消費税法（昭和63年法律第108号）の規定により仕入れに
係る消費税額として控除することができる部分の金額及び当該金額に地方税法（昭和25年法律第226号）に
規定する地方消費税の税率を乗じて得た金額をいう。）が確定した場合には、その金額を速やかに市町村長に
報告するとともに、当該金額を市町村長に返還しなければならないこと。

　イ　県税の滞納がないこと。
（13）前各号に掲げるもののほか、補助事業の遂行上知事が必要があると認めた事項。
（補助金の返還等）

第11条　知事は、次の各号のいずれかに該当すると認めたときは、補助金の交付の決定を取り消し、又は既に交付した補助金の一部若しくは全部を返還させることができる。

（１）補助事業の目的を達成し得なかったとき又は補助事業の実施が不適当であると認められるとき。
（２）補助事業の契約の相手方又は間接補助事業者が、別表第２に掲げるいずれかに該当すると認めたとき。
（３）前２号に掲げるもののほか、規則又はこの要綱の規定に違反したとき。
附則

１～３　（略）
　附　則

　　この要綱は、平成29年４月１日から施行する。

　附　則

　　この要綱は、平成30年４月１日から施行する。

附　則

　　この要綱は、平成30年７月３日から施行する。

附　則

　　この要綱は、平成31年４月１日から施行する。

附　則

　　この要綱は、令和２年３月23日から施行する。なお、第２条第10号については令和２年１月16日から適用し、
第２条第11号については令和２年３月10日から適用、第２条第12号については令和２年３月２日から適用する。

附　則

（施行期日）

　１　この要綱は、令和２年４月１日から施行する。

（経過措置）

　２　この要綱による改正後の高知県障害福祉サービス等確保支援事業費補助金交付要綱の規定は、令和２年度事

業から適用する。

附　則

この要綱は、令和３年１月29日から施行する。ただし、第２条第10号から第14号までの遡及は、令和２年４月１日から適用する。

別表第１（第３条関係）

(１)中山間地域小規模拠点事業所支援事業
補助対象経費
補助基準額
補助率
施設運営費等から介護給付費等を差し引いた額
施設運営基準額から介護給付費等を差し引いた額
４分の３
　注１　補助対象期間は、１事業所当たり開設後36月以内とし、１月に満たない月は対象期間に含めない。
　注２　（略）

　注３　「介護給付費等」は、補助対象期間に事業所が受け取る介護給付費及び訓練等給付費等（基本報酬及び各種加算を合算した額）とし、１日当たりの平均施設利用者が５名に満たない場合は、当該合算した額に「５÷１日当たりの平均施設利用者数」を乗じて得た額とする。
注４　「施設運営基準額」は、(ア)基準額に(イ)職員数を乗じて得た額とする。
　　　(ア)基準額
　　　　　年額420万円とし、補助対象期間が12月に満たない場合は月割とする。
　　　(イ)職員数
　　　　　当該施設で障害福祉サービス又は障害児通所支援に直接従事する職員（送迎サービスに従事する職員を含む。）を常勤換算したものとする。ただし、障害福祉サービスにおいては、常勤換算3.26人（送迎を行わない障害福祉サービスにおいては、2.0人）、障害児通所支援においては、常勤換算3.46人（送迎を行わない障害児通所支援においては、2.2人）を上限とする。
(２)中山間地域障害福祉サービス確保対策事業
補助対象経費
補助基準額
補助率
補助の要件に該当する障害福祉サービスの提供に要した費用
補助の要件に該当する障害福祉サービスの提供に係る所定単位数に次の算式により求めた率(ア)を乗じ、さらに10円を乗じて得た額に対し、市町村が補助し、又は自ら負担した額
(ア)＝ａ＋ｂ＋ｃ
　ａ：事業所の所在地から利用者宅までの訪問に要する時間が20分以上１時間未満である場合は0.15、１時間以上である場合は0.35、それ以外の場合は0
　ｂ：特別地域加算対象地域内に所在する小規模事業所であり訪問に要する時間が20分未満である場合は0.1、それ以外の場合は0
　ｃ：新たに常勤の職員を雇用する事業所である場合、新たに雇用した職員数に0.05を乗じた数、それ以外の場合は0
２分の１
注１　「補助の要件に該当する障害福祉サービス」とは、次に掲げるサービスとする。
　　ア～オ　（略）
　　カ　児童福祉法（昭和22年法律第164号）第６条の２の２第５項に規定する保育所等訪問支援及び居宅訪問型児童発達支援
　注２～注８　（略）
(３)重度障害児者短期入所利用促進事業
補助対象経費
補助基準額
補助率
　指定短期入所事業所である医療機関（医療型障害児入所施設及び療養介護事業所であるものを除く。）が、医療的ケアが必要な重度障害児者を受け入れた場合に、当該障害児者が入院した際の診療報酬と医療型短期入所サービス費との差額を算定した額
対象者１人当たり
日額２万円
２分の１
　注　（略）
(４)重度障害児者ヘルパー利用支援事業
補助対象経費
補助基準額
補助率
指定重度訪問介護事業所等が、重度障害児者が医療機関に入院等した際に家族に代わって見守り等（介護給付費及び診療報酬等により評価されるものを除く。）をおこなった場合に、見守り等に要した費用
障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律に基づく指定障害福祉サービス等及び基準該当障害福祉サービスに要する費用の額の算定に関する基準（平成18年９月29日厚生労働省告示第523号）（以下「報酬告示」という。）に定める重度訪問介護サービス費の所要時間の区分により算定した額
※ただし、対象者１人当たり年度内において42日を上限とする。
２分の１
　指定重度訪問介護事業所等が、重度障害児者の保護者が重度障害児者を通所事業所へ送迎する際に付き添い等に要した費用
　報酬告示に定める重度訪問介護サービス費の所要時間の区分により算定した額
　注　（略）
(５)強度行動障害者短期入所支援事業
補助対象経費
補助基準額
補助率
　次の基準を満たす指定短期入所事業所が、対象となる利用者を受け入れた場合に、福祉型短期入所サービス費に加算した額
　「基準を満たす指定短期入所事業所」とは、次のアからウまでのいずれにも該当し、かつ、別に定める対象事業所届出要領に基づき確認された事業所とする。
　ア　居室は、原則として個室であること。ただし、個室を確保することができない場合にあっては、利用者の状況に応じた配慮をしていること。
　イ　強度行動障害者の診療に相当の経験を有する医師の協力体制を確保していること。
　ウ　強度行動障害支援者養成研修（基礎研修）を受講している職員を１名以上配置していること。
　「対象となる利用者」とは、付表に掲げる行動関連項目の欄の区分に応じ、その行動関連項目が見られる頻度等をそれぞれ同表の０点の欄から２点の欄までに当てはめて算出した点数の合計が10点以上である利用者とする。
対象者１人当たり
日額5,100円
２分の１
　注　（略）
(６)障害児長期休暇支援事業
補助対象経費
補助基準額
補助率
　共済費（社会保険料に限る。）、賃金、報償費、需用費（食糧費を除く。）、役務費、委託料、使用料及び賃借料、負担金補助並びに交付金とする。
延べ利用者数
１人当たり4,500円
３分の１
　注　（略）
(７)障害児・者地域支え合い支援事業
補助対象経費
補助基準額
補助率
　報償費及び委託料のうち報償費分（市町村が協議会等に委託する場合）
１市町村当たり
30万円以内
(１時間当たり600円)
２分の１
　注　（略）
(８)医療的ケア児等支援事業
補助対象経費
補助基準額
補助率
　保育所等において、主治医の指示に基づき、医療的ケア児に対し訪問看護師等が医療的ケアを行うことに要した費用
　健康保険法（大正11年4月22日法律第70号。以下この事業において「法」という。）第88条による訪問看護療養費により算定した額
※ただし、対象者１人当たり１月において319,000円を上限とする。
２分の１
　保育所等において、医療的ケア児に医療的ケアを行うために雇用した加配看護師に対し、訪問看護師等が技術援助を行うことに要した費用
　法第88条による訪問看護療養費により算定した額
※ただし、対象者１人当たり年度内において20万円を上限とする。
　医療的ケア児・者が、医療機関へ定期受診をする際に、医療的ケアを行うために訪問看護師等が付き添ったことに要した費用
　法第88条による訪問看護療養費により算定した額
※ただし、対象者１人当たり年度内において182,000円を上限とする。
医療的ケア児・者の家族の休養を図るため、訪問看護師が自宅に出向いて一定時間ケアを代替することに要した経費
介護保険法（平成9年法律第123号）による訪問看護療養費の単価より算定した額
１時間あたり7,500円
※ただし、対象者１人当たり年度内において543,000円を上限とする。
　注１～注４　（略）
(９)強度行動障害者サービス利用促進事業
補助対象経費
補助基準額
補助率
　補助の要件に該当する指定生活介護事業所が、算定対象者を受け入れた場合に生じる、加配職員の雇用に係る経費
（単価）
次の指定障害福祉サービスに係る人員配置基準別に定める額
６：１事業所　　５，０００円（日額）
５：１事業所　　４，８００円（日額）
３：１事業所　　４，０００円（日額）
2.5：１事業所　　３，６００円（日額）
２：１事業所　　３，０００円（日額）
1.7：１事業所　　２，５００円（日額）
２分の１
　注１～注３　（略）
（10）特別支援学校等の臨時休業に伴う放課後等デイサービス支援事業
補助対象経費
補助基準額
補助率
　新型コロナウイルスの感染防止対策等のため、サービス提供事業所が電話等による代替的な方法で提供するサービスを利用した場合に、サービス提供事業所が支給決定保護者に対して利用料を請求する場合であって、当該利用料の全額を市町村が負担した場合に要した費用
左記に基づき、

市町村が負担した額
４分の３
臨時休業に伴い令和２年３月当初の利用予定日数より多くのサービスを利用した及び臨時休業に伴い新たに支給決定を受けた児童であって、臨時休業が終了した後に想定される利用予定日数より多くのサービスを利用した場合に、サービス提供事業所が支給決定保護者に対して利用料を請求する場合であって、請求総額のうちサービス増加分報酬差額に係る額を市町村が負担した場合に要した費用
　放課後等デイサービスの基本報酬単価が「平日」から「学校休業日」に変わることにより増加した場合に、サービス提供事業所が支給決定保護者に対して利用料を請求する場合であって、請求総額のうち休業日切替分報酬差額に係る額を市町村が負担した場合に要した費用
臨時休業に伴って営業時間前の支援時間が増加した児童について、延長支援加算の算定単位数が臨時休業開始前より増加した場合に、サービス提供事業所が支給決定保護者に対して利用料を請求する場合であって、請求総額のうち延長支援加算に係る額を市町村が負担した場合に要した費用
（11）障害福祉サービス等事業者に対するサービス継続支援事業
補助対象経費
補助基準額
補助率
令和２年１月15日以降に、以下のいずれかに該当した事業所等が関係者との緊急かつ密接な連携の下、感染機会を減らしつつ、障害福祉サービスを継続して提供するために要した費用
①県から休業要請を受けた通所系サービス事業所、短期入所サービ
ス事業所
②利用者又は職員に感染者が発生した障害福祉サービス等事業所、
障害者支援施設等、相談支援事業所（職員に複数の濃厚接触者が
発生し、職員が不足した場合を含む）
③濃厚接触者に対応した短期入所サービス事業所、訪問系サービス
事業所、障害者支援施設等
④①から③以外の事業所等であって、当該事業所の職員により、利
用者の居宅においてできる限りのサービスを提供した事業所等

付表２に

定める額

定額
　令和２年１月15日以降に、上記①又は②の障害福祉サービス等事業所、障害者支援施設等、相談支援事業所又は感染症の拡大防止の観点から必要があり、自主的に休業した障害福祉サービス等事業所の利用者に必要なサービスを確保する観点から、当該事業所等の利用者の積極的な受け入れや職員が不足した場合に応援職員の派遣を行った連携先の障害福祉サービス等事業所、障害者支援施設等、相談支援事業所に対して、緊急かつ密接な連携を実施することに伴い要した経費
注１　「通所系サービス事業所」とは、県が指定する生活介護、療養介護、自立訓練（機能訓練）、自立訓練（生活訓練）、就労移行支援、就労継続支援Ａ型、就労継続支援Ｂ型、就労定着支援、
　　児童発達支援、医療型児童発達支援、放課後等デイサービスを提供している事業所とする。（共生型を含む）
注２　「障害福祉サービス等事業所」とは、通所系サービス事業所、短期入所サービス事業所、訪問系サービス事業所を総称したものとする。
注３　「障害者支援施設等」とは、県が指定する障害者支援施設、共同生活援助、福祉型障害児入所施設、医療型障害児入所施設を提供している施設等とする。
注４　「相談支援事業所」とは、計画相談支援、障害児相談支援、地域移行支援、地域定着支援を提供している事業所とする。
　注５　「訪問系サービス事業所」とは、県が指定する居宅介護、重度訪問介護、行動援護、同行援護、自立生活

援助、保育所等訪問支援、居宅訪問型児童発達支援を提供している事業所とする。

（12）障害福祉サービス等の衛生管理体制確保支援等事業
補助対象経費
補助基準額
補助率
　障害者支援施設等が新型コロナウイルス対策に必要となる簡易陰圧装置の購入及び設置をするために要した経費
1台当たり432万円
定額
　新型コロナウイルス感染症が発生した場合等において、事業所が感染拡大防止のため、建物や設備の消毒を事業者へ依頼するために要した経費
知事が認める額
注１　「障害者支援施設等」とは、県が指定する障害者支援施設、障害児入所支援、共同生活援助事業所、短期入所事業所及び宿泊型自立訓練事業所のうち現に障害児者にサービスを提供している事業所とする。（共生型を含む）
注２　「事業所」とは、県が指定する障害福祉サービス、障害者支援施設、障害児通所支援、障害児入所支援、一般相談支援事業及び市町村等が指定する相談支援事業（中核市指定を除く。）のうち現に障害児者にサービス提供をしている事業所とする。（共生型を含む。）
（13）在宅障害者等に対する安否確認等支援事業
補助対象経費
補助基準額
補助率
相談支援専門員等の専門職が在宅障害者等に対して、在宅障害者等への個別訪問等による現状把握の実施、必要に応じた関係支援機関へのつなぎの実施、個別訪問等による現状把握に基づく専門的な生活支援等の助言の実施、その他在宅障害者等の状態悪化の防止を図るため、在宅障害者等の把握と一体的に行うために要した経費
知事が認める額
２分の１
注　「在宅障害者等」とは、在宅の障害者、障害児及びその世帯等とする。（手帳を所持していない者も含む。）
（14）新型コロナウイルス感染拡大に伴う地域活動支援センターや日中一時支援事業の受け入れ体制強化等事業
補助対象経費
補助基準額
補助率
新型コロナウイルス感染症の国内感染拡大防止対策に伴って生じる課題への対応のために要した経費
知事が認める額
４分の１

	高知県障害福祉サービス等確保支援事業費補助金交付要綱（抜粋）

（補助目的及び補助対象事業）

第２条　県は、中山間地域に居住する障害児者や、重度障害や強度行動障害を有する障害児者が、住み慣れた地域

でそれぞれの障害特性に応じた必要なサービスを利用し、安心して暮らすことができるよう障害福祉サービス等の

確保を目的として行われる次に掲げる事業（以下「補助事業」という。）を行う事業所に対して助成を行う市町村

及び広域連合（以下「補助事業者」という。）に対して、予算の範囲内で補助金を交付する。

（１）～（７）（略）

(８)医療的ケア児等支援事業

　　 ①医療的ケア児が保育所等へ通園できるよう、訪問看護師等が保育所等に訪問する事業

　　 ②～③（略）

（９）強度行動障害者サービス利用促進事業

　　　在宅の強度行動障害者が適切な支援を受けられるよう、通所支援を行う生活介護事業所の強度行動障害者の受

け入れ体制を整備する事業

（追記）

（補助対象経費、補助基準額及び補助率）

第３条　補助事業の実施主体及び補助先は、市町村（地方自治法（昭和22年法律第67号）第284条の一部事務組合及び広域連合を含む。以下同じ。）とする。ただし、前条第６号及び第７号に掲げる事業については中核市を除く。

２～３（略）

（補助の条件）

第５条　補助金の交付の目的を達成するため、補助事業者は、次に掲げる事項を遵守しなければならない。

(１)（略）

(２)補助事業の内容等を変更しようとする場合は、事前に別記第２号様式による補助金交付変更申請書を提出して知事の承認を受けること。ただし、軽微な変更（補助金額の20パーセント以内の減額及び補助事業間の20パーセントを超えない範囲の配分の変更（未実施の補助事業への配分の変更を除く。）をいう。）をしようとする場合は、この限りでない。
（３）～（５）（略）

(６)補助事業により取得し、又は効用が増加した財産（取得価格又は効用の増加価格が50万円を超えるものに限る。）については、減価償却資産の耐用年数等に関する省令（昭和40年大蔵省令第15号）に規定する耐用年数に相当する期間内において、補助金の交付の目的に反して使用し、譲渡し、交換し、廃棄し、貸し付け、又は担保に供する場合は、事前に知事の承認を受けなければならないこと。

（７）～（９）（略）

（10）補助事業の実施に当たっては、別表第２に掲げるいずれかに該当すると認められるものを間接補助事業者としない等、暴力団等の排除に係る県の取扱いに準じて行わなければならないこと。

（11）（略）

（12）補助事業者は、間接補助金の交付に当たっては、間接補助事業者に対して、第１号、第８号及び第11号のほか、次の条件を付さなければならない。

　ア　事業終了後において、消費税の申告により当該間接補助金に係る消費税仕入控除税額等（間接補助対象経費

に含まれる消費税及び地方消費税相当額のうち、消費税法（昭和63年法律第108号）の規定により仕入れに係

る消費税額として控除できる部分の金額及び当該金額に地方税法（昭和25年法律第226号）に規定する地方消費税の税率を乗じて得た金額をいう。）が確定した場合には、その金額を速やかに市町村長に報告するとともに、当該金額を市町村長に返還しなければならないこと。

　イ　県税の滞納がないこと。

（13）前各号に定めるもののほか、補助事業の遂行上知事が必要があると認めた事項。

（補助金の返還等）

第11条　知事は、次の各号のいずれかに該当すると認めたときは、補助金の交付の決定を取り消し、又は既に交付した補助金の一部若しくは全部を返還させることができる。

（１）補助事業の目的を達成し得なかったとき又は補助事業の実施が不適当であると認められるとき

（２）補助事業の契約の相手方又は間接補助事業者が、別表第２に掲げるいずれかに該当すると認めたとき

（３）前２号に掲げるもののほか、規則又はこの要綱の規定に違反したとき
附則

１～３　（略）

　附　則

　　この要綱は、平成29年４月１日から施行する。

　附　則

　　この要綱は、平成30年４月１日から施行する。

附　則

　　この要綱は、平成30年７月３日から施行する。

附　則

　　この要綱は、平成31年４月１日から施行する。

附　則

　　この要綱は、令和２年３月23日から施行する。なお、第２条第10号については令和２年１月16日から適用し、

第２条第11号については令和２年３月10日から適用、第２条第12号については令和２年３月２日から適用する。

附　則

（施行期日）

　１　この要綱は、令和２年４月１日から施行する。

（経過措置）

　２　この要綱による改正後の高知県障害福祉サービス等確保支援事業費補助金交付要綱の規定は、令和２年度事

　業から適用する。

（追記）
別表第１（第３条関係）

(１)中山間地域小規模拠点事業所支援事業
補助対象経費
補助基準額
補助率
施設運営費等から介護給付費等を差し引いた額
施設運営基準額から介護給付費等を差し引いた額
３／４
　注１　補助対象期間は、１事業所あたり開設後36月以内とし、１月に満たない月は対象期間に含めない。
　注２　（略）

　注３　「介護給付費等」は、補助対象期間に事業所が受け取る介護給付費及び訓練等給付費等（基本報酬及び各種加算を合算した額）とし、１日あたりの平均施設利用者が５名に満たない場合は、当該合算した額に「５÷１日あたりの平均施設利用者数」を乗じて得た額とする。
注４　「施設運営基準額」は、(ア)基準額に(イ)職員数を乗じて得た額とする。
　　　(ア)基準額
　　　　　年額420万円とし、補助対象期間が12月に満たない場合は月割とする。
　　　(イ)職員数
　　　　　当該施設で障害福祉サービス又は障害児通所支援に直接従事する職員（送迎サービスに従事する職員を含む。）を常勤換算したものとする。ただし、障害福祉サービスにおいては、常勤換算3.26人（送迎を行わない障害福祉サービスにおいては2.0人）、障害児通所支援においては、常勤換算3.46人（送迎を行わない障害児通所支援においては2.2人）を上限とする。
(２)中山間地域障害福祉サービス確保対策事業
補助対象経費
補助基準額
補助率
補助の要件に該当する障害福祉サービスの提供に要した費用
補助の要件に該当する障害福祉サービスの提供に係る所定単位数に次の算式により求めた率(ア)を乗じ、さらに10円を乗じて得た額に対し、市町村が補助し、又は自ら負担した額
(ア)＝ａ＋ｂ＋ｃ
　ａ：事業所の所在地から利用者宅までの訪問に要する時間が20分以上１時間未満である場合は0.15、１時間以上である場合は0.35、それ以外の場合は0
　ｂ：特別地域加算対象地域内に所在する小規模事業所であり訪問に要する時間が20分未満である場合は0.1、それ以外の場合は0
　ｃ：新たに常勤の職員を雇用する事業所である場合、新たに雇用した職員数に0.05を乗じた数、それ以外の場合は0
１／２
注１　「補助の要件に該当する障害福祉サービス」とは、次に掲げるサービスとする。
　　ア～オ　（略）
　　カ　児童福祉法（昭和22年法律第164号）第６条の二の二第５項に規定する保育所等訪問支援及び居宅訪問型児童発達支援
　注２～注８　（略）
(３)重度障害児者短期入所利用促進事業
補助対象経費
補助基準額
補助率
　指定短期入所事業所である医療機関（医療型障害児入所施設及び療養介護事業所であるものを除く。）が、医療的ケアが必要な重度障害児者を受け入れた場合に、当該障害児者が入院した際の診療報酬と医療型短期入所サービス費との差額を算定した額
対象者１人あたり
日額20,000円
１／２
　注　（略）

(４)重度障害児者ヘルパー利用支援事業
補助対象経費
補助基準額
補助率
指定重度訪問介護事業所等が、重度障害児者が医療機関に入院等した際に家族に代わって見守り等（介護給付費及び診療報酬等により評価されるものを除く。）をおこなった場合に、見守り等に要した費用
障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律に基づく指定障害福祉サービス等及び基準該当障害福祉サービスに要する費用の額の算定に関する基準（平成18年９月29日厚生労働省告示第523号）（以下「報酬告示」という。）に定める重度訪問介護サービス費の所要時間の区分により算定した額
※ただし、対象者１人あたり年度内において42日を上限とする。
１／２
　指定重度訪問介護事業所等が、重度障害児者の保護者が重度障害児者を通所事業所へ送迎する際に付き添い等に要した費用
　報酬告示に定める重度訪問介護サービス費の所要時間の区分により算定した額
　注　（略）
(５)強度行動障害者短期入所支援事業
補助対象経費
補助基準額
補助率
　次の基準を満たす指定短期入所事業所が、対象となる利用者を受け入れた場合に、福祉型短期入所サービス費に加算した額
　「基準を満たす指定短期入所事業所」とは、次のアからウまでのいずれにも該当し、かつ、別に定める対象事業所届出要領に基づき確認された事業所とする。
　ア　居室は、原則として個室であること。ただし、個室を確保することができない場合にあっては、利用者の状況に応じた配慮をしていること。
　イ　強度行動障害者の診療に相当の経験を有する医師の協力体制を確保していること。
　ウ　強度行動障害支援者養成研修（基礎研修）を受講している職員を１名以上配置していること。
　「対象となる利用者」とは、付表に掲げる行動関連項目の欄の区分に応じ、その行動関連項目が見られる頻度等をそれぞれ同表の０点の欄から２点の欄までに当てはめて算出した点数の合計が10点以上である利用者とする。
対象者１人あたり
日額5,100円
１／２
　注　（略）
(６)障害児長期休暇支援事業
補助対象経費
補助基準額
補助率
　共済費（社会保険料に限る。）、賃金、報償費、需用費（食糧費を除く。）、役務費、委託料、使用料及び賃借料、負担金補助並びに交付金とする。
延べ利用者数
１人あたり4,500円
１／３
　注　（略）

(７)障害児・者地域支え合い支援事業
補助対象経費
補助基準額
補助率
　報償費及び委託料のうち報償費分（市町村が協議会等に委託する場合）
１市町村あたり
30万円以内
(１時間あたり600円)
１／２
　注　（略）
(８)医療的ケア児等支援事業
補助対象経費
補助基準額
補助率
　保育所等において、主治医の指示に基づき、医療的ケア児に対し訪問看護師等が医療的ケアを行うことに要した費用
　健康保険法（大正11年4月22日法律第70号。以下この事業において「法」という。）第88条による訪問看護療養費により算定した額
※ただし、対象者１人あたり１月において319千円を上限とする。
１／２
　保育所等において、医療的ケア児に医療的ケアを行うために雇用した加配看護師に対し、訪問看護師等が技術援助を行うことに要した費用
　法第88条による訪問看護療養費により算定した額
※ただし、対象者１人あたり年度内において200千円を上限とする。
　医療的ケア児・者が、医療機関へ定期受診をする際に、医療的ケアを行うために訪問看護師等が付き添ったことに要した費用
　法第88条による訪問看護療養費により算定した額
※ただし、対象者１人あたり年度内において182千円を上限とする。
医療的ケア児・者の家族の休養を図るため、訪問看護師が自宅に出向いて一定時間ケアを代替することに要した経費
介護保険法（平成9年法律第123号）による訪問看護療養費の単価より算定した額
１時間あたり7,500円
※ただし、対象者１人あたり年度内において543千円を上限とする。
　注１～注４　（略）
(９)強度行動障害者サービス利用促進事業
補助対象経費
補助基準額
補助率
　補助の要件に該当する指定生活介護事業所が、算定対象者を受け入れた場合に生じる、加配職員の雇用に係る経費
（単価）
次の指定障害福祉サービスに係る人員配置基準別に定める額
６：１事業所　　５，０００円（日額）
５：１事業所　　４，８００円（日額）
３：１事業所　　４，０００円（日額）
2.5：１事業所　　３，６００円（日額）
２：１事業所　　３，０００円（日額）
1.7：１事業所　　２，５００円（日額）
１／２
　注１～注３　（略）
（10）～（14）（追加）


